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事業構造改善による経営合理化に関するお知らせ 

 
当社は、平成 24 年 5 月 15 日開催の取締役会において、下記のとおり事業構造改善による経営合理

化を実施することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 
 

記 
 
１．事業構造改善による経営合理化の理由 

当社は、「平成 24 年 3 月期決算短信」（平成 24 年 5 月 15 日公表）にてお知らせいたしましたと

おり、平成 24 年 3 月期通期決算は大幅な営業赤字となりました。 
このような状況に対し、これまで賃借料の削減等、固定費の低減を進めてまいりましたが、さらな

る合理化努力が必要であると考え、人員削減等を含む事業構造改善による経営合理化を実施すること

といたしました。 
 
２．合理化の内容 

(1) 直営校賃借物件の一部解約 
直営校 22 校の年間平均賃借面積は 21,112 坪であり、平成 25 年 3 月期は同 19,139 坪（△1,973

坪、同 9.3％減）に減床する予定であります。 
これにより、次のような費用削減効果を見込んでおります。 

期間 削減額(百万円) 備  考 
平成 25 年 3 月期 445 平成 24 年 3 月期比。水道光熱費、清掃費を含む。 
平成 26 年 3 月期 931 同上。 

（注）平成 24 年 5 月 15 日付で公表いたしました「新宿校の移転及び特別利益の発生に関するお知

らせ」にてお知らせいたしました新宿校の移転に伴う引越費等の一時費用を含めて計算しており

ます。 
 
 
(2) 講師料等の削減 

損益改善見込額 450 百万円 
教育事業部、法人事業部、出版事業部に所属するすべての講師（契約締結完了又は未契約を含

む）について、平成 25 年 3 月までの期間、講師料・原稿料等の削減に合意し、総額 450 百万円の

費用削減効果を見込んでおります。 
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(3) 当社の社員希望退職者の募集および役員報酬・社員給与のカット 

削減予定総額 429 百万円 
＜希望退職者の募集要項＞ 336 百万円  
① 募集人員数 50 名程度 

② 募集対象者 
満 40 歳以上（平成 24 年 4 月 1 日現在）の正社員及び雇用契約期間内にあ

る契約社員 
③ 募集期間 平成 24 年 6 月 25 日～平成 24 年 7 月 6 日 
④ 退職日 平成 24 年 8 月 10 日 

⑤ 優遇措置 
退職者に対し、特別退職金を支給する。 
希望者には、再就職支援会社を通じた再就職支援サービスを実施する。 

（ご参考）平成 24 年 3 月期末現在 当社従業員数 826 名 
 

＜役員報酬カット要項＞ 49 百万円 

① 対象者 
取締役及び執行役員 
常勤監査役については一部自主返上 

② 対象期間 平成 24 年 4 月～平成 25 年 3 月 

③ 削減率 
代表取締役  月額報酬の 50％ 
取締役副社長 同 30％、  常務取締役  同 25％ 
取締役    同 15％、  執行役員   同 15％ 

 
＜給与カット要項＞ 44 百万円 

① 対象者 
満 40 歳以上（平成 24 年 4 月 1 日現在）の正社員及び雇用契約期間内にあ

る契約社員 
② 対象期間 平成 24 年 4 月～平成 25 年 3 月 
③ 削減方法 年令・役職等に応じ、年棒の一定割合を削減する。 

 
 

(4) 不採算講座の縮小 
損益改善見込額 120 百万円 
不採算となっている講座について、平成 26 年 3 月期までに段階的に縮小し、出版等を中心とし

た講座形態とする予定であります。 
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３．今後の見通し 

今回の合理化実施に伴い発生する特別退職金等の支払いにより、最大 450 百万円の特別損失を平

成 25 年 3 月期に計上する見込み（平成 24 年 5 月 15 日に発表した平成 25 年 3 月期業績予想には織

り込み済み）であります。 
また、賃借料の削減が業績に完全に貢献するのは平成 26 年 3 月期を予定しているため、以下の 

（参考）に同 3 月期予想を掲記いたします。 
 

以   上 
 
 
（参考）平成 26 年 3 月期までの連結業績予想及び前期連結実績（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
連結業績予想 
(平成 26 年 3 月期) 

21,684 565 500 385 

連結業績予想 
(平成 25 年 3 月期) 

21,951 △176 △240 658 

前期連結実績 
(平成 24 年 3 月期) 

22,578 △606 △530 △799 

 
上記の平成 25 年 3 月期連結業績予想の前提条件については、平成 24 年 3 月期決算短信（平成 24 年 5
月 15 日公表）に記載のとおりでありますが、以下に要約いたします（単位：百万円）。 
 
(1) 売上高 

平成 24 年 3 月期： 現金ベース売上高 21,753 前受金調整額 825 発生ベース売上高 22,578 
平成 25 年 3 月期： 現金ベース売上高 21,951 前受金調整額 －  発生ベース売上高 21,951 
平成 26 年 3 月期： 現金ベース売上高 21,684 前受金調整額 －  発生ベース売上高 21,684 
（現金ベース売上高の前提） 
・保守的に売上高はほぼ横ばいと予想（平成 25 年 3 月期は前受金調整額はほぼゼロと予想）。 
・平成 25 年 3 月期は、法人研修売上の回復及び出版売上の増加 +200 
・平成 26 年 3 月期は、不採算講座閉鎖により売上高は△271 

 (2) 営業費用 
・平成 25 年 3 月期 
（売上原価）賃借料 △445、講師料等 △450 
（販管費） 人件費 △429          計 1,358 
・平成 26 年 3 月期 
（売上原価）賃借料追加削減額 △486 
（販管費） その他の費用 △120       計 606  2 年間の削減合計額 1,964 百万円 

※不採算講座の縮小による効果は、主に平成 26 年 3 月期に発現する予定です。 
※平成 25 年 3 月期に当期純利益が多額に計上されているのは、新宿校の移転補償金によるものです。 

 


